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１．不確実性を増す世界と国際協調の進展
２．我が国における人口減少・少子高齢化の進展と地域の衰退
３．日本経済の長期停滞と第四次産業革命
４．我が国の循環型社会形成の進展と近年の停滞
５．原発事故による放射性物質に汚染された国土の再生と復興
６．大規模災害の頻発と対策の遅れ
７．市民の意識の変化
８．資源循環及び適正処理の担い手の確保
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

出典：国連「World Population Prospects The 2015 Revision」 より環境省作成

世界人口の見通し

国連の中位推計によると、世界全体の人口は途上国を中心に増大を続け、2050年には世界全体で90
億人に達する見通し。
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

出典：国連「World Urbanization Prospects World Urbanization Prospects 2014」より環境省作成

都市化の進展状況および見通し

都市人口は世界各地において増加傾向にあり、今後も急激に増加する見込み。欧州、北米等では都市
人口の伸びは緩やかになると見込まれているが、アジア、アフリカでは著しく伸びる見込み。
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

出典：IMF  「World Economic Outlook Database April 2016 Edition, Entire Dataset, Gross domestic product based on 
purchasing-power-parity (PPP) per capita GDP」 より環境省作成

各地域での一人あたりGDPの推移

2009年にいったん減少した一人当たりGDPは、2010年以降はいずれも増加している。先進国と途
上国の差は、2010年に約3.2万ドルであったものが、2020年には約4万ドルに拡大する。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000
1
9
8
0
1
9
8
1
1
9
8
2
1
9
8
3
1
9
8
4
1
9
8
5
1
9
8
6
1
9
8
7
1
9
8
8
1
9
8
9
1
9
9
0
1
9
9
1
1
9
9
2
1
9
9
3
1
9
9
4
1
9
9
5
1
9
9
6
1
9
9
7
1
9
9
8
1
9
9
9
2
0
0
0
2
0
0
1
2
0
0
2
2
0
0
3
2
0
0
4
2
0
0
5
2
0
0
6
2
0
0
7
2
0
0
8
2
0
0
9
2
0
1
0
2
0
1
1
2
0
1
2
2
0
1
3
2
0
1
4
2
0
1
5
2
0
1
6
2
0
1
7
2
0
1
8
2
0
1
9
2
0
2
0
2
0
2
1

中国

フランス

ドイツ

インド

日本

ロシア

スイス

英国

米国

先進国平均

途上国平均

一
人
当
た
り
G
D
P
 （
ド
ル
/人
）

各地域での一人あたりGDP（購買力平価換算）の推移



4

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

出典：農林水産省「平成27年度 食料・農業・農村白書」

開発途上地域における栄養不足人口

国連食糧農業機関（FAO）、国際農業開発基金（IFAD）及び国連世界食糧計画（WFP）が共同で発
表した「世界の食料不安の現状2015」によると、開発途上地域の全人口に占める栄養不足人口の割
合は減少傾向ながら、2014/16年において、なお全体の約13％（7億8千万人）を占めている。

注）「栄養不足」とは、十分な食料をとることができない状況が最低1年間続く状態で、食事エネルギー必要量を満たすには不十分な食料
摂取の水準で、「栄養不足人口の割合」は国連では、人口に対する飢えに苦しむ人々の割合を示す指標として用いられている。

注） 2つの年次を「/」で接続したものは、その期間を示す。2014年から2016年の数値は推定値
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

観測された変化及びその原因

•気候システムの温暖化には疑う余地がない。
•人為起源の温室効果ガスの排出が、20世紀半ば以降の観測された温暖化の支配的な原因。
将来の気候変動、リスク及び影響

•今世紀末の気温上昇は、現状を上回る追加的な温暖化対策をとらなかった場合は2.6～4.8℃となる可能性が高い。
•2℃目標の緩和経路は複数ある。どの経路においても以下を要する。
①2050年までに40～70％削減（ 2010年比)

②21世紀末までに排出をほぼゼロ

緩和と適応

•温室効果ガス削減（緩和）と気候変動の影響への適応はともに重要であり、相互補完的な戦略である。

出典：環境省資料

ＩＰＣＣ第５次評価報告書統合報告書（2014年11月）のポイント

2014年11月にIPCC（気候変動に関する政府間パネル）が、第5次評価報告書統合報告書を公表。

図．1986年～2005年平均気温からの気温上昇（産業革命前と比較する際は0.61℃を加える。）

(
℃
)

現状を上回る
温暖化対策を
とらなかった場合、
2.6～4.8℃上昇

厳しい温暖化対策をとった場合、
0.3～1.7℃上昇
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展 世界の物質採掘量とGDPの推移

1900年から2005年の間に、世界の人口は4倍に、物質の採掘・使用量は8倍に増加したと推計
される。

世界の物質採掘量は増加し続けており、2000年以降、GDPを上回るペースで増加しているよう
に見える。

出典： UNEP 「Resource Efficiency: Potential and Economic Implications」

世界の物質採掘量と実質GDP（US$ 2005 基準）の推移
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地下資源の多くに枯渇の可能性

可採掘年数は、鉄鉱石が70年、鉛が20年、銅が35年、金が20年、クロムが15年、石油が46年と
されているように、その多くが100年を下回っている。

出典：環境省「平成23年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展
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出典：経済産業省「今後の対外経済政策の重点」 産業構造審議会
通商・貿易分科会（平成28年5月9日開催）資料3

地政学的な変化、資源ナショナリズムの先鋭化

多極化が進み、国際秩序の形成が困難になるなか、欧州難民問題や英国のEU離脱問題、ウクライナ情
勢、南シナ海問題、中東の宗教対立の先鋭化、ISILの活動など、地政学的に様々な変動が発生。

また、資源ナショナリズムの先鋭化が資源国で広がりつつあり、こうした動きは、我が国企業の事業
活動に大きな影響を及ぼす可能性。

さらに、TPPやNAFTAなど多国間貿易枠組みの見直す動き。

出典：経済産業省「鉱物資源をめぐる現状と課題」総合資源エネルギー調査会
資源・燃料分科会 鉱業小委員会（平成26年5月9日開催）資料4

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展
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主要資源調達国のカントリーリスク

石油・LPガスは地政学リスクの高い中東に依存しているのに対し、天然ガス・石炭は地政学リスクが
比較的低い東南アジア、豪州から主に調達。

出典：経済産業省「資源・燃料政策の今後の課題について」総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会（平成26年1月31日）資料2

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

出典：環境省資料

持続可能な開発のための2030アジェンダ／SDGs

2015年９月に国連サミットで採択された、持続可能な開発目標（SDGs：17ゴール（下記）、169
ターゲット）を中核とする2016年以降2030年までの国際目標。先進国・途上国を問わず全ての国
に適用される普遍性が最大の特徴。

2015年９月の国連サミットで合意された2030年までの持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成には
資源効率の向上が不可欠であり、17のSDGsのうち12の目標（黒太枠）は、その達成基盤として資
源と環境に直接的に言及。

SDGsのうち天然資源の持続的利用に直接依存する目標（黒太枠）

SDGs：17ゴール
1. 貧困の撲滅
2. 飢餓撲滅、食料安全保障
3. 健康・福祉
4. 万人への質の高い教育、生涯学習
5. ジェンダー平等、女性の能力強化
6. 水・衛生の利用可能性
7. エネルギーへのアクセス
8. 包摂的で持続可能な経済成長、雇用
9. 強靭なインフラ、工業化・イノベーション

10. 国内と国家間の不平等削減
11. 持続可能な都市
12. 持続可能な消費と生産
13. 気候変動への対処
14. 海洋と海洋資源の保全・持続可能な使用
15. 陸域生態系、森林管理、砂漠化への対処、生物多様性
16. 平和で包摂的な社会の促進
17. 実施手段の強化と持続可能な開発のためのグローバル・パー
トナーシップの活性化

平成２８年５月２０日（官邸） 第１回「持続可能な開発目
標（ＳＤＧｓ）推進本部会合」にてご発言される安倍総理
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出典：Will Steffen et al.「Planetary boundaries :Guiding human development on a changing planet」、

環境省「平成29年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」

地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）

人間の活動が地球システムに及ぼす影響を客観的に評価する方法の一つに、地球の限界（プラネタ
リー・バウンダリー）という考え方がある。

その研究成果によると、地球の変化に関する各項目について、人間が安全に活動できる範囲内にとど
まれば人間社会は発展し繁栄できるが、境界を越えることがあれば、人間が依存する自然資源に対し
て回復不可能な変化が引き起こされるとされている。また、生物地球化学的循環、生物圏の一体性、
土地利用変化、気候変動については、人間が地球に与えている影響とそれに伴うリスクが既に顕在化
しており、人間が安全に活動できる範囲を越えるレベルに達していると分析されている。

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

気候変動

生物圏の一体性

土地利用変化

生物地球化学的循環



12出典：環境省資料

パリ協定の採択・署名

ＣＯＰ21（2015年11月30日～12月13日、於：フランス・パリ）において、「パリ協定」
（Paris Agreement）が採択された。

「京都議定書」に代わる、2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組み。

歴史上初めて、全ての国が参加する公平な合意。

安倍総理が首脳会合に出席。
2020年に現状の1.3倍の約1.3兆円の資金支援を発表。

2020年に1000億ドルという目標の達成に貢献し、合意に向けた交渉を後押し。

2016年4月22日にパリ協定署名式を米国・NYで開催。
我が国を含む175ヶ国・地域が署名（一つの国際条約に対する一日の署名国として史上最多。

●パリ協定のポイント
世界共通の長期目標として平均気温の上昇を2℃より十分下方に抑えること（2℃目標）の設定更に1.5℃までに

抑えるよう努力することへの言及

主要排出国を含む全ての国が削減目標を作成、提出、維持し、その目的を達成するため国内措置を遂行すること

を規定。また、削減目標を5年ごとに提出・更新

長期の温室効果ガス低排出発展戦略を作成、提出するよう努めるべき

全ての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受けること

適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施、適応報告書の提出と定期的更新

イノベーションの重要性の位置付け

5年ごとに世界全体の実施状況を検討する仕組み（グローバル・ストックテイク）

先進国が資金の提供を継続するだけでなく、先進国以外の締約国も自主的に資金を提供

我が国提案の二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用を位置づけ

発効要件を国数のみならず排出量の二重の基準へ

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展 アジア太平洋3Rフォーラム

出典：環境省資料

アジア３Ｒ推進フォーラム設立会合 （2009年11月 於、東京）
アジア15カ国及び16国際機関の代表者、３Ｒ・廃棄物管理に関する専門家らが参加し、 「アジア３Ｒ推進
フォーラムの設立に関する東京３Ｒ宣言」が合意された。

アジア３Ｒ推進フォーラムの下で、３Ｒに関するハイレベルの政策対話の促進、各国における３Ｒプロジェク
ト実施への支援の促進、３Ｒ推進に役立つ情報の共有、関係者のネットワーク化等を進めていくことになった。

2008年10月
（ベトナム）

東アジア首脳会議(EAS)環境大臣会合開催
我が国より「アジア３Ｒ推進フォーラム」の設立を提唱

2009年11月
（東京）

アジア３Ｒ推進フォーラム設立会合開催

2010年10月
（マレーシア）

アジア３Ｒ推進フォーラム第２回会合開催
テーマ： 「グリーン経済と循環型社会に向けた３Ｒ」

2011年10月
（シンガポール）

アジア３Ｒ推進フォーラム第３回会合開催
テーマ： 「３Ｒ促進に向けた技術移転 ～適正な技術の適応、実施、拡大～」

2013年 3月
（ベトナム）

アジア３Ｒ推進フォーラム第４回会合開催
テーマ： 「リオ＋２０の成果 「我々が望む未来」を踏まえた３Ｒの取組」

2014年 2月
（インドネシア）

アジア太平洋３Ｒ推進フォーラム第５回会合開催
テーマ： 「アジア大洋州における３Ｒ推進の礎石としての重層的な連携と協力」

2015年 8月
（モルディブ）

アジア太平洋３Ｒ推進フォーラム第６回会合開催
テーマ：「３Ｒ産業―アジア太平洋地域における資源効率社会及び持続可能な観光開発に向けた
次世代３Ｒの方向性」

2016年11月
（オーストラリア）

アジア太平洋３Ｒ推進フォーラム第７回会合開催
テーマ：「持続可能な開発アジェンダ2030に向けた３Ｒと資源効率性の進歩」



14出典：環境省資料

富山物質循環フレームワーク

G7富山環境大臣会合（2016年5月15-16日）において、資源効率・３Rに関するG7の新たな枠組
みとして、「富山物質循環フレームワーク」が採択された。

G7として、 「共通のビジョン」を掲げ、協力して具体的な「野心的な行動」に取り組むもの。

持続可能な開発目標（SDGs）及びパリ協定の実施も見据え、国際的に協調して資源効率性や３Rに取り組むとい
う強い意志を示した世界の先進事例ともいうべき国際的枠組。

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展



15出典：環境省資料

ボローニャ・５ヶ年ロードマップ

G7ボローニャ環境大臣会合（2017年6月11-12日）のコミュニケ附属書として採択。

富山物質循環フレームワーク等を踏まえ、資源効率性の向上に向けた次のステップに関する決定を行
うとともに、サプライチェーンを含む、ライフサイクルに基づく物質管理、資源効率性及び3Rを推進
する行動を優先付けするためのロードマップ。

ロードマップ及び富山フレームワークに基づく行動の実施について、定期的に進捗状況をレビューす
ることで一致。

以下の注目部門と分野において資源効率性を促進することで合意。

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

■資源効率性の指標 ■資源効率性と気候変動
■国際レベルでの持続可能な物質管理 ■資源効率性の経済分析
■市民の関与と意識向上 ■民間部門の行動
■食品廃棄物 ■プラスチック
■グリーン公共調達 ■寿命延長製品に関する政策
■資源効率性と次世代生産革命

注目部門・分野
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海洋ごみに関する国際動向(1/2)

マイクロプラスチックを含む海洋ごみについては、近年G7やG20で取り上げられるなど、世界的な
課題として認識されている。

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

●前年のエルマウ・サミットで合意された首脳宣言附属書の「海洋ごみ問題に対
処するためのG７行動計画」及びその効率的な実施の重要性について再確認す
るとともに、G７として各国の状況に応じ、優先的施策の実施にコミットした。

＜G７・富山環境大臣会合＞（平成28年５月）

＜Ｇ７・伊勢志摩サミット＞（平成28年５月）

●首脳宣言において、資源効率性及び３Rに関する取組が、陸域を発生源とする
海洋ごみ、特にプラスチックの発生抑制及び削減に寄与することも認識しつつ、
海洋ごみに対処することを再確認した。

G7・伊勢志摩サミット
（平成28年５月）

＜G７・ボローニャ環境大臣会合＞（平成29年６月）

●「海洋ごみ問題に対処するためのG7行動計画」をさらに実施する決意を表明
した。
●プラスチックおよびマイクロプラスチックに対する懸念を改めて表明し、地球
規模の脅威との戦いに対するコミットメントを再確認した。

G7・ボローニャ環境大臣会合
（平成29年6月）

●平成27年６月に行われたG７・エルマウサミットで合意された首脳宣言にお
いて、海洋ごみが世界的な問題であることが認識されるとともに、「海洋ごみ
問題に対処するためのG７行動計画」を策定した。

＜G７・エルマウサミット＞（平成27年６月）

＜G20・ハンブルクサミット＞（平成29年7月）
●G20サミットでは初めて海洋ごみが取り上げられた。
●これまでのＧ７による取組を基礎としつつ、発生抑制、持続可能な廃棄物管理の構築、教育活動・調査等の
取組を盛り込んだイニシアチブ「海洋ごみに対するG20行動計画」の立ち上げに合意した。
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海洋ごみに関する国際動向(2/2)

平成27年６月に行われたG７・エルマウサミットで合意された首脳宣言において、海洋ごみが世界的
な問題であることが認識されるとともに「海洋ごみ問題に対処するためのG７行動計画」が策定された。

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

＜首脳宣言本体：海洋環境の保護（抜粋）＞

＜首脳宣言付属書：海洋ごみ問題に対処するためのG7行動計画（抜粋）＞

我々は，海洋及び沿岸の生物と生態系に直接影響し，潜在
的には人間の健康にも影響し得る海洋ごみ，特にプラス
チックごみが世界的課題を提起していることを認識する。
したがって，海洋ごみ問題に対処し，この動きを世界的な
ものとするため，より効果的で強化された取組が求められ
る。
G7は，陸域及び海域に由来する海洋ごみの発生源対策，
海洋ごみの回収・処理活動並びに教育，研究及び啓発活動
の必要性を強調しつつ，附属書に示された，海洋ごみ問題
に対処する上で優先度の高い活動と解決策にコミットする。

海洋ごみについてその発生を予防し，それを削減し及び回収・処理するために，行動計画の主要
な目標として，以下に記載された優先行動を含め，それぞれの国家システムを改善することに約
束する。

①陸域を発生源とする海洋ごみに対処するための優先行動
②海洋ごみ回収・処理のための優先行動
③海域を発生源とする海洋ごみに対処するための優先行動
④教育、研究及び啓発活動に関する優先行動

G7首脳会議＠独（平成27年６月）

出典：環境省資料
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１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展 国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）

出典：環境省資料

WSSD2020目標

2030アジェンダ・SDGs

ポスト2020

持続可能な開発（リオサミット）

リオサミット
(1992)

WSSD
(2002)

リオ+20
(2012)

ICCM1
(2006)

ICCM2
(2009)

ICCM3
(2012)

ICCM4
(2015)

国際的な化学物質対策の流れ

国連サミット
(2015)

予防的取組方法に留意しつつ、透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順と科学的根
拠に基づくリスク管理手順を用いて、化学物質が人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最
小化する方法で使用、生産されることを2020年までに達成することを目指す

ICCM5
(2020)

ターゲット12.4：2020年までに、製品ライフサイクルを通じ、環境上適正な化学物質や
すべての廃棄物の管理を実現し、人の健康や環境への悪影響を最小化するため、化
学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出を大幅に削減する

SAICM（国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ）
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水銀に関する水俣条約

2013年10月「水銀に関する水俣条約外交会議」を熊本市及び水俣市で開催。水銀に関する水俣条約
を全会一致で採択。

我が国は、「水銀による環境の汚染の防止に関する法律（水銀汚染防止法）」の制定、大気汚染防止
法や廃棄物処理法施行令の改正等を行い、2016年2月に条約を締結。

2017年５月に条約の締約国が発効要件である50か国に達し、同年８月16日に発効することが決定。
2017年７月26日時点で72か国・地域が締結済。締結第１号は米国。水銀汚染防止法は一部を除き
条約発効日と同日に施行。

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

（１） 前文に水俣病の教訓について記述。

（２） 水銀鉱山からの一次産出、水銀の輸出入、小規模金採掘等を規制。

（３） 水銀添加製品（蛍光管、体温計、血圧計等） の製造・輸出入、水銀を使
用する工業プロセス（塩素アルカリ工業等）を規制（年限を決めて廃止等）。

（４） 大気・水・土壌への排出について、利用可能な最良の技術/環境のための
最良の慣行（BAT/BEP）を基に排出削減対策等を推進。大気への排出につい
ては、石炭火力発電所、非鉄金属鉱業等を対象として削減。

（５） 水銀廃棄物について既存条約（バーゼル条約）と整合性を取りつつ適正処
分を推進。

（６） 途上国の能力開発、設備投資等を支援する資金メカニズムの創設。

（７） 水銀等の貯蔵に係る指針を定め、水銀等を貯蔵する者に対し定期的な報告
を求める。



20出典：環境省資料

水銀による環境の汚染の防止に関する法律

「水銀に関する水俣条約」の担保法である「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」が、
2017年８月16日に一部を除き施行予定。

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展

日本における水銀需要

（出典： 我が国の水銀に関するマテリアルフロー
（2014年度ベース））

（１）水銀等による環境の汚染の防止に関する計画を
策定する。

（２）水銀鉱の掘採を禁止する。

（３）特定の水銀使用製品について、許可を得た場合を

除いて製造を禁止するとともに、部品としての使用を

制限する等の所要の措置を講じる。

（４）特定の製造工程における水銀等の使用を禁止する。

（５）水銀等を使用する方法による金の採取を禁止する。

（６）水銀等の貯蔵に係る指針を定め、水銀等を貯蔵する者に対し定期的な報告を
求める。

（７）水銀含有再生資源（条約上規定される「水銀廃棄物」のうち、廃棄物処理法
の「廃棄物」に該当せずかつ有用なもの。非鉄金属製錬から生ずる水銀含有
スラッジなど。）の管理に係る指針を定め、水銀含有再生資源を管理する者
に対し定期的な報告を求める。

（８）その他罰則等所要の整備を行う。
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世界での廃棄物の発生量の増大

世界の廃棄物量は2050年には約223億トンにもなると見込まれている。

出典：環境省「平成23年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」

１．不確実性を増す世界と国際協調
の進展
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高齢化率の将来推計

人口は2010年以降減少傾向にあり、2015年実績が12.7千万人、2030年の推計値は11.7千万人。

高齢化率（65歳以上人口の割合）は、右肩上がりで増加しており、2015年実績が26.7%、2030年の推計値は31.6%。

2015年実績では高齢者（65歳以上）1人に対して現役世代（15～64歳）2.3人だが、2060年には高齢世代1人に対し現役世代1.3人。

三大都市圏と地方圏の人口シェアを比べると、三大都市圏の人口シェアは従前から一貫して上昇傾向にあり、ほとんどが東京圏のシェア
上昇分であったが、今後も同様の傾向が続く。

出典1：内閣府「平成28年版高齢社会白書」より作成、

出典2：国土交通省 国土審議会政策部会長期展望委員会「国土の長期展望」中間とりまとめより作成
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国土全体での人口の低密度化と地域的偏在が同時に進行（2010年→2050年）

全国を≪１km２毎の地点≫でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める（※現在の居住地域は国土の約
５割）。

人口が増加する地点の割合は約2％であり、主に大都市圏に分布している。

≪市区町村の人口規模別≫にみると、人口規模が小さくなるにつれて人口減少率が高くなる傾向が見られる。特に、現在人口１万人未
満の市区町村ではおよそ半分に減少する。

出典：国土交通省「国土のグランドデザイン2050」（平成２６年７月４日公表）

２．我が国における人口減少・少子
高齢化の進展と地域の衰退
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都市圏の変化

人口10万人の市町村を中心市とする都市圏は、人口減少に伴い、2050年までに都市圏数、
都市圏人口とも大幅に減少。

出典：国土交通省「新たな「国土のグランドデザイン」（骨子）」（平成２６年３月２８日公表）

２．我が国における人口減少・少子
高齢化の進展と地域の衰退
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２．我が国における人口減少・少子
高齢化の進展と地域の衰退 人口構造の将来予測

人口構造は従来のピラミッド型から逆三角形型に急速に変化。

団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。

2060年には、人口は8,674万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約40％となる。

出典：厚生労働省Website「社会保障・税一体改革 社会保障制度を取り巻く環境と現在の制度「人口ピラミッドの変化」」
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社会インフラの老朽化

社会インフラに関しては、老朽化が今後急速に進むとともに、維持管理・更新のコストの増加も見込
まれることから、技術面、人員面でいかに持続可能な維持体制を構築するか等が課題となっている。

出典：国土交通省「社会資本の老朽化の現状と将来」

２．我が国における人口減少・少子
高齢化の進展と地域の衰退

注１）不明橋梁の約30万橋については、割合の算出にあたり除いている。
注２）建設年度不明トンネルの約250本については、割合の算出にあたり除いている。
注３）国管理の施設のみ。建設年度が不明な約1,000施設を含む。(50年以内に整備された施設については概ね記録が存在
していることから、建設年度が不明な施設は約50年以上経過した施設として整理している。)

注４）建設年度が不明な約1万5千kmを含む。(30年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、
建設年度が不明な施設は約30年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により
不明な施設の 整備延長を按分し、計上している。)

注５）建設年度不明岸壁の約100施設については、割合の算出にあたり除いている。

H25年3月 H35年3月 H45年3月

道路橋
[約40万橋注1)(橋長2m以上の橋約70万のうち)]

約18% 約43% 約67%

トンネル
[約1万本注2)]

約20% 約34% 約50%

河川管理施設 (水門等)
[約1万施設注3)]

約25% 約43% 約64%

下水道管きょ
[総延長：約45万km注4)]

約2% 約9% 約24%

港湾岸壁
[約5千施設注5)(水深－4.5m以深)]

約8% 約32% 約58%
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耕作放棄地

1961年（昭和36年）をピークに、日本の農地面積は減少を続けている。

農地面積の減少要因は、耕作放棄（荒廃農地）と非農業用途への転用が大部分を占めてきたが、
2013年以降は耕作放棄（荒廃農地）が最も大きな要因となっている。

出典：農林水産省「荒廃農地の現状と対策について（平成28年4月）」より環境省作成

２．我が国における人口減少・少子
高齢化の進展と地域の衰退
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荒 廃 農 地： 現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業
では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地。

耕作放棄地：以前耕作していた土地で、過去１年以上作物を作付けせず、この数年の
間に再び作付けする考えのない土地（農家の自己申告/農業センサス）。

農地面積の推移 農地面積の減少要因
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空き家数の推移

空き家の総数は、平成25年に820万戸となり、平成15年と比べて1.2倍、平成５年と比べて1.8倍に
増加している。

空き家の種類別の内訳では、「賃貸用又は売却用の住宅」（460万戸）が最も多いものの、売却・賃
貸用以外の「その他の住宅」（318万戸）が平成15年と比べて1.5倍、平成５年と比べて2.1倍に増
加している。

出典：国土交通省「平成28年版土地白書」

２．我が国における人口減少・少子
高齢化の進展と地域の衰退
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生産年齢人口の低下に伴う負の経済効果

生産年齢(15-64歳)人口の減少は、単純な労働投入量減少による低成長のみならず、貯蓄不足による
投資の低迷、経済規模がもたらす各種経済性の低下を通じ、更なる負の経済効果をもたらすおそれ。

出典：経済産業省「我が国と世界の構造変化と 第4次産業革命による変革の方向性（平成２８年2月）」産業構造審議会 新産業構造部会（第6回）資料

２．我が国における人口減少・少子
高齢化の進展と地域の衰退
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国民一人あたりのGDP

（出典）International Monetary Fund「World Economic Outlook Database, April 2017」より環境省作成

国民一人あたりのGDPは2000年に世界第2位となったが2014年には27位まで転落

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命
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経済成長率の見通し

出典：内閣府「国民経済計算(GDP統計)」、「平成29年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」より環境省作成

内閣府の試算によると、2015年度以降の経済成長率は、ほぼ横ばいで推移する見込み。
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労働生産性の国際比較

出典：公益財団法人日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2016 年版」 より環境省作成

OECD加盟国の労働生産性をみると、2015年のわが国の就業1時間当たり労働生産性は、42.1ドル
(4,439円)となっており、OECD加盟35カ国中20位である。日本の順位は、1990年代から現在に
至るまで19～21位で大きく変わらない状況が続いている。なお、わが国の一人当たりの労働生産性
は、74,315ドル(783万円)で、これは、OECD加盟35カ国の中でみると22位である。
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国際競争力ランキングの推移

我が国の国際競争力はバブル崩壊後の低下から徐々に改善しているものの、1990年代初頭までに回
復するに至っておらず、近年は横ばい傾向。

近年の国際競争力の伸び悩みには、マクロ経済の停滞が影響。

出典： 世界経済フォーラム「Global Competitiveness Report」をもとに
作成。1996年以前は、 International Institute for Management 
Developmentと共同で発表（データは、総務省「平成26年度版情報
通信白書」を参照）
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３．日本経済の長期停滞と
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世界競争力ランキングの推移

（出典）IMD World Competitiveness Online（https://worldcompetitiveness.imd.org/rankings/wcy）等より環境省作成

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命

IMD（International Institute for Management Development）による我が国の国際競争力はバブ
ル崩壊後に急激に低下。

その後、何度か回復の兆しを見せるものの持続せず近年は25位前後に停滞。
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我が国の貿易収支の推移

我が国の貿易収支は、2010年以前は貿易黒字が続いていたが、2011年以降は貿易赤字が続いて
いる。

2009年のリーマンショック以降、輸出・輸入額ともに増加傾向にあったが、2015年に輸入額が
減少に転じた。

出典：国土交通省「我が国を取り巻く状況について（平成２８年４月２５日）」交通政策審議会第63回港湾分科会資料

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命
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資源生産性

出典：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第３回点検結果について」

資源生産性は、平成26年度で約37.8万円/トン（平成12年度約24.8万円/トン）であり、平成12年度
と比べ約52％上昇した。しかし、平成22年度以降は横ばい傾向となっている。

資源生産性の内訳を見ると、実質GDPは平成20年度に世界金融危機の影響等により減少に転じたもの
の平成22年度以降横ばいになっている。また、日本国内に投入される天然資源等投入量は平成21年度
までは減少傾向にあったものが、平成22年度以降は横ばいとなっている。

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命
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第4次産業革命に係る主要国の取組等

「第4次産業革命」では、産業のみならず、労働や生活などあらゆる物事を根底から変える歴史的な
変革をもたらすとみられていることから、欧米をはじめとする各国がその対応のための戦略を推進
している。

「第4次産業革命」という言葉が一般的に認識し始められた由来は、ドイツで2010年に開催された
ハノーバー・メッセ2011で初めて公に提唱された「インダストリー4.0」であると言われており、
国家レベルの構想をいち早く打ち出たことが、現在の第4次産業革命の潮流の起点となった。

以降、欧米諸国を中心に、そして近年はアジア諸国においても、第4次産業革命を意識した国家戦略
や関連の取組が進められてきた。

出典：総務省「平成29年版情報通信白書」

出典：総務省「第4次産業革命における産業構造分析とIoT・AI等の進展に係る現状及び課題に関する調査研究」（平成29年）

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命
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EUの動向 ～循環経済（Circular Economy）～

出典：欧州委員会Website 「Circular Economy Strategy」

（図）“Closing the loop －An EU action plan for the Circular Economy”（COM(2015) 614 final）より作成

「資源効率的な欧州（A Resource Efficient Europe ）」

生産
（エコデザイン、ベストプラクティ
ス促進、産業共生、など）

消費
（情報の信頼性確保、グリーン公
共調達、など）

廃棄物管理
（容器包装などのリサイクル目標
向上、質の高いリサイクルのため
の方策、など）

廃棄物から資源へ
二次原材料・再生水の市場拡大
（二次原材料の品質基準開発、
化学物質管理、など）

イノベーション、投資、その他水平的施策

進捗のモニタリング

循環経済のためのEU行動計画の概要

５つの優先分野

バイオマス・バイオ製品建設・解体

プラスチック 食品廃棄物 重要な原材料

2010年に策定されたEUの成長戦略「Europe2020」が掲
げる7つの旗艦イニシアティブの1つに「資源効率的な欧州」
が位置づけられた。

これを受け「資源効率的な欧州へのロードマップ
（Roadmap to a Resource‒Efficient Europe）」により、
2050年のビジョンと2020年迄のマイルストーンが示された。

「循環経済（Circular Economy）」
「資源効率的な欧州」を実現するため、EUの循環経済への更
なる移行を促進するため、「循環経済（Circular 
Economy）」のパッケージ（Towards a circular 
economy: a zero waste programme for Europe）を
2014年7月に公表したが、その後撤回。

2015年12月2日に新しい「循環経済パッケージ」を公表。

循環経済パッケージは、「循環経済のためのEU行動計画
（ Closing the loop －An EU action plan for the 
Circular Economy ） 」（Communication）とその附属書、
各種廃棄物に関する法令の改正提案書から成る。

パッケージでは、更なる循環経済への移行は、

・製品、原材料及び制限の価値が可能な限り経済の中で維持
され

・廃棄物の発生は最小限化され

・持続可能で低炭素で資源効率性の高い競争力のある経済を
発展させるためのEUの取り組みに不可欠な貢献となり

そのような以降は欧州の経済の形を変え、新しい持続可能な
競争的利点を生み出す機会になる

としている。

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命



出典： 内閣府 第5期科学技術基本計画（関係資料） 39

ICTの活用とSociety5.0

第５次科学技術基本計画では、ＩＣＴを最大限に活用してサイバー空間とフィジカル空間とを融合さ
せ、人々に豊かさをもたらす未来社会の姿「超スマート社会」を世界に先駆けて実現するための取組
を、「Society 5.0」として強力に推進することとしている。

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命



40

Society5.0

出典：内閣府ウェブサイトより作成

Society 5.0とは「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させた
システムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）｣

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会
（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目
指すべき未来社会の姿として初めて提唱された。

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命 新たに追加
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日本再興戦略2016

「本再興戦略2016」では、名目GDP600兆円に向けた「官民戦略プロジェクト10」の一つとして
第４次産業革命の実現による新たな有望成長市場の創出を挙げている。

出典：日本経済再生本部「名目GDP600兆円に向けた成長戦略（「日本再興戦略2016」の概要）」

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命
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未来投資戦略2017

出典：内閣官房「未来投資戦略2017」（2017年6月）

３．日本経済の長期停滞と
第四次産業革命
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４．我が国の循環型社会形成の
進展と近年の停滞 循環型社会を形成するための法体系

我が国において循環型社会を形成するための法体系は以下の通り。

出典：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画の概要」
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４．我が国の循環型社会形成の
進展と近年の停滞 物質フロー指標：資源生産性と最終処分量

資源生産性は近年横ばい傾向に転じ、平成２６年には約37.8万円／トンと、目標値（平成３２年度で
４６万円／トン）の達成に向けた状況は厳しい。

最終処分量は平成２６年度で約14.8百万トンと長期的には減少傾向にあり、既に目標値（平成32年
度で約17百万トン）を達成している。

出典：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第３回点検結果について」

資源生産性の推移 最終処分量の推移

注）平成21年度までは大規模公共工事の減少や産業構造の変化等により、国内の非金属鉱物系
の天然資源等投入量が減少したことから、資源生産性は上昇傾向にあった。

資源生産性が横ばいになっている背景は、近年、GDPが横ばいになっていることと、東日
本大震災等の影響により天然資源等投入量が平成22年度以降に横ばいになっているため。

注）これまでの最終処分量の減少は、廃棄物処理法や各種リサイクル法等による循環利用量の増加
等により産業廃棄物を中心に大幅に最終処分量が減少したことによるもの。

一方で、産業廃棄物のリサイクルの大きな割合を占めるがれき類やばいじんは、今後リサイク
ルの行き場を失い最終処分されるおそれがあることから、今後も最終処分量の削減に向けて、リ
デュースや再生資材の利用拡大など上流側の取組を強化し、最終処分の段階だけではなく、ライ
フサイクル全体での取組をすすめていく必要がある。
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４．我が国の循環型社会形成の
進展と近年の停滞 物質フロー指標：循環利用率

循環利用率は長期的には増加傾向にあったが、近年横ばいとなってきており、平成26年度には約
15.8％であった。

事業者の取り組みを的確に計測する観点から設けられた、発生した廃棄物等のうち循環利用した割合
を占める出口側の循環利用率は、平成26年度で約45％となっており、目標（平成32年度で約
45％）を達成している。

出典：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第３回点検結果について」

注）これまでの長期的な循環利用率の増加は、大規模公共工事の減少や産業構造の変化等によ
る国内の非金属鉱物系の点検資源等投入量の減少と、各種リサイクル法等による循環利用量
の増加が主な要因として考えられる。近年の短期的動向としては、天然資源等投入量は微増
しているが、引き続き循環利用量が増加しているため、循環利用率は横ばいとなっている。

今後、更に循環利用率を増加させるためには制裁資材の活用など上流側の取組を強化し、
ライフサイクル全体で取り組むことが重要と考えられる。

循環利用率の推移
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注）今後の循環利用のポテンシャルとなるのは非金属鉱物系のものが多く、用途が建設資材等に限
られていることから、再生資材の需要を生み出しながら廃棄物の循環利用量の増大を図っていく
ことが望まれる。
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４．我が国の循環型社会形成の
進展と近年の停滞 我が国における物質フロー

平成26年度の物質フローは平成12年度と比較して、天然資源投入量のうち国内資源は半減したが、
輸入は横ばいである。また、蓄積純増が半減している。循環利用量の増加等により、最終処分量は約
7割の減少である。

出典：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第３回点検結果について」

平成12年度 平成26年度

（注）含水等： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）
※災害廃棄物は考慮していない
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４．我が国の循環型社会形成の
進展と近年の停滞

出典：環境省「産業廃棄物の不法投棄等の状況について」（報道発表資料（平成28年12月27日）不法投棄件数及び投棄量 ）

不法投棄

不法投棄の新規判明件数は、ピーク時の平成10年代前半に比べて、大幅に減少しているものの、平成
27年度は143件（不法投棄量16.6万トン）となっている。

注）

１. 都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法投棄のうち、1件当たりの投棄量が10t以上の事案（ただし、特別管理産業廃棄物を含む事案は全事案）を集計対象とした。

２．白抜き部分について、次のとおり。

平成15年度：大規模事案として報告された岐阜市事案 平成16年度：大規模事案として報告された沼津市事案 平成18年度：平成10年度に判明していた千葉市事案

平成20年度：平成18年度に判明していた桑名市多度町事案 平成22年度：平成21年度に判明していた滋賀県日野町事案

平成27年度：大規模事案として報告された滋賀県甲賀市事案、山口県宇部市事案及び岩手県久慈市事案

３．硫酸ピッチ事案及びフェロシルト事案については本調査の対象からは除外している。
４．量については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。
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４．我が国の循環型社会形成の
進展と近年の停滞 不適正処理

環境省「産業廃棄物の不法投棄等の状況について」（報道発表資料（平成28年12月27日）不適正処理件数及び不適正処理量 ）

不適正処理の新規判明件数は、平成27年度は261件（不適正処理量40.７万トン）となっており、い
まだ撲滅するには至っていない。

注）

１．都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不適正処理事案のうち、1件当たりの不適正処理量が10t以上の事案（ただし、特別管理産業廃棄物を含む事案は全事案）を集計対象とした。

２．白抜き部分は、報告された年度前から不適正処理が行われていた事案（平成23年度以降は、開始年度が不明な事案を含む。）

３．大規模事案については、次のとおり。

平成19年度：滋賀県栗東市事案71.4万ｔ 平成20年度：奈良市宇陀市事案85.7万ｔ等 平成21年度：福島県川俣町事案23.4万ｔ等

平成23年度：愛知県豊田市事案30.0万ｔ、愛媛県松山市事案36.3万ｔ、沖縄県沖縄市事案38.3万ｔ等 平成27年度：群馬県渋川市事案29.4万ｔ等

３．硫酸ピッチ事案及びフェロシルト事案については本調査の対象からは除外している。
４．量については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。
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４．我が国の循環型社会形成の
進展と近年の停滞 POPs条約※規制対象物質

※ 残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約

POPs農薬類

採択年月
POPs条約採択

H13.5
COP４
H21.5

COP５
H23.5

COP６
H25.5

COP７
H27.5

COP８
H29.5

発効年月 H16.5 H22.8 H24.10 H26.11 H28.12

POPs農薬類

アルドリン
クロルデン

DDT
ディルドリン
エンドリン
（HCB）
ヘプタクロル
（マイレックス）
（トキサフェン）

クロルデコン
α-HCH
β-HCH
（PeCB）
リンデン

エンドスル
ファン

PCPとその塩
及びエステ
ル類

フッ素系
界面活性剤

PFOSとその塩
及びPFOSF

臭素系難燃剤
（HBB）

POP-BDEs HBCD Deca-BDE

塩素系製剤 PCB （HCBD）
PCN SCCP

非意図的生成物
HCB
PCB

PCDD/PCDF
PeCB PCN

注）()については、国内における製造・輸入の実績がないか不明なもの
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５．原発事故による放射性物質に
汚染された国土の再生と復興 国直轄除染の進捗状況

田村市、楢葉町、川内村、大熊町、葛尾村、川俣町、双葉町、飯館村、高岡町、南相馬市、浪江町の
面的除染を政府目標の平成28年度末までに終了した。宅地22,000件、農地8,500ha、森林
5,800ha、道路1,400haにおよぶ。

出典：環境省 除染情報サイト「国直轄除染の進捗状況（平成29年4月1日時点）」
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５．原発事故による放射性物質に
汚染された国土の再生と復興 市町村除染の進捗状況

福島県外の市町村では、除染実施計画における除染等の措置が平成28年度末までに完了した。

福島県内では、除染の進捗率が道路で約９割に達し、除染の終了に近づいている。住宅、公共施設等、
農地・牧草地、森林（生活圏）は除染がほぼ終了した。

出典：環境省 除染情報サイト「除染実施区域（市町村除染）の概要・進捗（平成29年5月31日時点）」

除染実施地域（市町村除染）の概要・進捗

福島県外
（平成29年3月末現在）

実績割合
（実績数/計画数）

住宅 終了

学校・保育園等 終了

公園・スポーツ施設 終了

その他の施設 終了

道路 終了

農地・牧草地 終了

森林（生活圏） 終了

福島県内※
（平成29年９月末現在）

発注割合
（発注数/計画数）

実績割合
（実績数/計画数）

住宅 発注済み ほぼ終了

公共施設等 発注済み ほぼ終了

道路 発注済み 約9割

農地・牧草地 発注済み ほぼ終了

森林（生活圏） 発注済み ほぼ終了

除染実施地域（市町村除染）の概要・進捗
（福島県外）

除染実施地域（市町村除染）の概要・進捗
（福島県内）
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５．原発事故による放射性物質に
汚染された国土の再生と復興 空間線量率の時空間分布

放射性物質による影響の変化を確認するため、東京電力福島第一原子力発電所から80km 圏内につい
て継続的に航空機モニタリングが実施され、空間線量率の分布状況、放射性セシウムの沈着状況が調
査されてきた。また、80km 圏外についても航空機モニタリングにより、放射性物質の影響把握が行
われている。

80km 圏内における空間線量率は、線量が高い地域（東京電力福島第一原子力発電所から北西方向に
伸びる領域）も、低い地域も、年月の経過と共に下がってきていることが確認された。

出典：原子力規制委員会「福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの測定結果について（平成29年2月13日）」

μSv/h：
マイクロシーベルト

空間線量率の推移
（東京電力福島第一原子力
発電所から80km圏内）
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５．原発事故による放射性物質に
汚染された国土の再生と復興 中間貯蔵施設に係る見通しと進捗状況

出典：環境省資料

年度

用 地 取 得 （累 計） 輸 送 量
施 設 整 備

見通し 実績 見通し 実績

27 22ha程度
(28年３月25日時点)

約22ha ５万㎥程度 約４万５千㎥
• 中間貯蔵施設の保管場を整備
平成28年度以降も随時必要な保管場を整備

28 140～370ha程度 約376ha

15万㎥程度
• 加えて、大熊町及び双葉町の協力
を得て、町有地を活用した保管場
に学校等に保管されている除去土
壌等の輸送を実施

約18万４千㎥

• ９月 仮設焼却施設（大熊町）着工
（29年度冬頃稼働予定）

• 11月 土壌貯蔵施設、受入・分別施
設着工（29年度秋頃稼働予定）

29
(当初:370～830ha)

376～830ha程度
約654ha
（10月末時点）

（当初30～50万㎥程度）

50万㎥程度
• 学校等に保管されている除去土壌
等を優先的に輸送

• 先行して学校等から仮置場に搬出
済の市町村に配慮

• 今後の輸送量及び輸送台数を想定
し、これらに対応した道路交通対
策を輸送量の拡大に先立って実施

275,760㎥
(11月18日時点)

• ６月 受入･分別施設の試運転開始
• 10月 土壌貯蔵施設等の運転開始

（大熊工区）
• 12月 仮設焼却施設（大熊町）火入
れ式予定

• 双葉町の仮設焼却施設及び灰処理
施設着工予定（31年度稼働予定）

• 廃棄物貯蔵施設の整備に着手予定
（31年度稼働予定）

30 400～940ha程度
（当初90万～180万㎥程度）

180万㎥程度

31 520～1040ha程度
（当初160万～400万㎥程度）

400万㎥程度を目指す

• 双葉町の仮設焼却施設及び灰処理
施設の稼働予定

• 廃棄物貯蔵施設稼働予定

32 640～1150ha程度
200万～600万ｍ³程度
(※累計500万～1250万㎥程度)

※ 中間貯蔵施設に係る「当面５年間の見通し」は、平成28年３月公表。事業の進捗状況を踏まえ、必要に応じて随時見直しを行う。
※※福島県内の除染土壌等の発生量は、平成25年７月時点の推計値で、約1600万～2200万ｍ³（焼却後）



５．原発事故による放射性物質に
汚染された国土の再生と復興

出典：環境省資料

福島県内の指定廃棄物の処理

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所に伴い放出された放射性物質によって汚染された
廃棄物について、適正かつ安全に処理を進めていく必要がある。

焼却・乾燥等の処理によって、指定廃棄物の減容化や性状の安定化を図る事業を進めている。福島県
内で発生した指定廃棄物については、放射性セシウム濃度が8,000Bq/kgを超え10万Bq/kg以下の
ものは既存の管理型処分場、10万Bq/kgを超えるものは中間貯蔵施設に搬入することとしている。

減容化事業の例
特定廃棄物

対策地域内廃棄物
(旧警戒区域・計画的避難区域内）

指定廃棄物
（8,000Bq/kg超）

10万Bq/kg以下

既存の管理型処分場

減容化・再生利用等
・最終処分へ

10万Bq/kg超

中間貯蔵施設

仮設焼却施設にて焼却（可燃物）

福島市堀河町終末処理場

平成26年10月末、脱水汚泥等の乾燥処
理を完了。平成28年3月末には施設の解
体完了。

平成27年7月末をもって、農林業系廃
棄物等の焼却を終了。

福島県県中浄化センター（郡山市）
平成26年3月、脱水汚泥等の焼却事業を
終了。以降、県が8千Bq/kg以下の焼却
処理を行い、平成28年5月末で焼却完了。

飯舘村蕨平地区

飯舘村及び村外の５市町の汚染廃棄
物を減容化する事業。平成28年1月に
仮設焼却施設の運転を開始。同年4月
には併設の資材化施設についても運
転を開始。

下
水
汚
泥

鮫川村

開閉所（田村市・川内村）

農
林
業
系
廃
棄
物
等

県中・県南等２４市町村の農林業系廃
棄物を減容化する事業。平成29年6月
から処理開始。

安達地方（二本松市）

安達地方の３市村（二本松市・本宮市・
大玉村）の農林業系廃棄物及び可燃
性の除染廃棄物を減容化する事業。
建設工事準備中。

55



55出典：気象庁「気候変動監視レポート2016」

日本における大雨等の発生頻度６．大規模災害の頻発と対策の遅れ

日降水量 100 mm 以上の日数は 1901～2016 年の 116 年間で増加

日降水量 200 mm 以上の日数については同期間で増加傾向

日降水量400 mm以上の年間日数については増加傾向
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６．大規模災害の頻発と対策の遅れ

出典：環境省「平成17年～平成28年の災害等廃棄物処理事業費補助金実績値」より作成（東日本大震災の処理費）

大規模な災害の発生状況(災害等廃棄物処理事業費補助金の申請に係る災害)

地震や台風、集中豪雨等の大規模災害は近年頻発に発生しており、被害総額は毎年数十億から数千億
規模となっている。大規模災害に伴い大量の災害廃棄物が発生するが、その処理を迅速かつ適正に行
う事が大きな課題となっている。
年 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

地震 １回 － ２回 １回 － － ２回 － １回 １回 － ２回

台風 ２回 ２回 ４回 － ２回 － ３回 ２回 ２回 ２回 ４回 ４回

集中豪雨 ３回 １回 ３回 ２回 ２回 ５回 ４回 ３回 ４回 ２回 １回 ３回

竜巻 － １回 － － １回 － － ２回 １回 １回 １回 －

その他 － １回 １回 ２回 － － － １回 － １回 １回 １回

災害内訳

・福岡西方
沖地震
・台風11,14
号

・集中豪雨
(7,8,9号)

・台風13,14
号
・集中豪雨
(7月)
・竜巻(11月)
・暴風(7月)

・能登半島
地震

・新潟県中
越沖地震

・台風
4,5,9,11号
・集中豪雨
(7,8,9号)
・暴風(2月)

・岩手・宮城
内陸地震

・集中豪雨
(7,8月)
・暴風(3月)
・高波(2月)

・台風9,18号
・集中豪雨
(7,8号)
・竜巻(7月)

・集中豪雨
(7,8,9,10,12
月)

・東日本大
震災

・長野県中
部地震

・台風
2,12,15号
・集中豪雨
(6,7,9,11月)

・台風16,17
号
・九州北部
豪雨
・集中豪雨
(7,8月)
・竜巻(5,7
月)
・新潟県地
滑り(3月)

・淡路島地
震

・台風18,26
号
・集中豪雨
(4,7,8,9月)
・竜巻(9月)

・長野県北
部地震
・台風19,26
号
・集中豪雨
(7,8月)
・竜巻(8月)
・大雪(2月)

・台風
11,15,21,23
号
・関東・東北
豪雨(9月)
・突風(6月)
・高潮(12月)

・熊本地震
・鳥取中部
地震
・台風
7,9,10,11号
・集中豪雨
(5,6,8月)
・口永良部
島新岳噴火

年 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

年間災害補助
申請数（件） 34 51 37 14 26 18 270 52 64 81 56 67

年間被害額総数

（百万円）
1,313 606 21,266 123 1,194 173

1,200,566
うち復興特会

1,196,383

2,579
うち復興特会

62

9,980
うち復興特会

636
13,878 7,067 162,439
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７．市民の意識の変化 「物の豊かさ」よりも「心の豊かさ」を重視

今の日本の社会では「心の豊かさに重きをおきたい」とする人の割合が増えつつあり「物質的な豊か
さに重きをおきたい」とする人の割合を大きく上回る。

出典：内閣府「平成28年度 国民生活に関する世論調査」より作成

注１) 心の豊かさ→物質的にある程度豊かになったので、心の豊かさやゆとりのある生活に重きを置きたい

物の豊かさ→まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きを置きたい

注２) 平成２７年６月調査までは、２０歳以上の者を対象として実施。平成28年7月調査から１８歳以上の者を対象として実施。

これからは心の豊かさか、まだ物の豊かさか（時系列）
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63.2%
46.7%

39.9%
30.3%
29.6%
29.5%

20.7%
19.6%

15.4%
14.7%
14.3%

12.0%
10.3%

9.2%
8.3%
8.0%

6.0%
5.4%
4.7%
4.3%

3.4%
2.5%
2.2%
2.0%
2.5%

0% 20% 40% 60% 80%

衣類

書籍

家具

趣味のもの（スポーツ用品など）

テレビゲーム

テレビゲームソフト

DVDなどの映像・音楽ソフト
育児用品

乗用車

ビデオカメラ

DVD等のプレイヤー・レコーダー
自転車

固定電話

デジタルカメラ

介護用品

家

プリンター

ルームエアコン

テレビ

携帯電話、スマートフォン

パソコン

掃除機

冷蔵庫

洗濯機（乾燥機付き含む）

その他
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物の所有に対する意識調査の結果

「物の所有を控えようと行動している」との回答が約49%で最も多い。

また、「控えようと意識しているが行動してはいない」を合わせると、物の所有を控えようと意識している回答者
の割合が87.2%に上っている。

物の所有を控えようと意識している理由として、保管場所、手入れや片付けの手間、所有することによる経済的な
負担など、循環型社会形成の観点以外の理由を挙げた回答者が多い。

所有を控えようとしている物は、「衣類」が最も多く、次いで、「書籍」、「家具」、「趣味のもの」などの娯楽
用品の順である。

69.6%

49.0%

43.8%

31.7%

24.5%

9.2%

4.3%

2.7%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

所有する物が少ないと保管する場

所も少なくてすむから

物をたくさん所有していると片付け

や手入れが大変だから

物を所有するとお金がかかるから

使わなくなった物を捨てるのがもっ

たいないから

物を所有しないことが資源の節約に

なるから

所有をしなくてもレンタルやシェアで

代替できるから

物を買うよりもレンタルやシェアの方

が安いから

所有するよりレンタルやシェアをした

方が新しい物を使えるから

その他

Q1. できるだけ物の所有を控えよ
うとしていますか。

（回答者数1098人）

Q2. 物の所有を控えようとしている理由は何で
すか。（複数回答）（回答者数957人）

（出典）環境省「平成28年度循環型社会アンケート調査」

Q3. 所有を控えようとしている物は何ですか。
（複数回答） （回答者数957人）

控えようと意

識して行動

している
49.0%

控えようと意

識している

が行動はし

ていない
38.2%

控えようと意

識していな

い
12.8%

回答数
1,098

（注）Q2とQ3は、Q1で.物の所有を「控えようと意識して行動してる」または「控え
ようと意識しているが行動してはいない」と回答した回答者のみが回答

（※） 20歳以上の男女1098人を対象
に実施したWebアンケート（回
答者属性の構成は、平成27年度
国勢調査の年齢区分別、男女別、
地域別人口比率に従う）

７．市民の意識の変化



26.8%

27.3%

25.7%

28.0%

26.5%

27.1%

22.2%

20.8%

17.1%

20.5%

20.7%

21.2%

16.6%

18.0%

18.1%

20.3%

17.6%

16.7%

14.8%

13.6%

12.9%

13.3%

14.3%

13.4%

8.8%

10.6%

13.1%

10.5%

10.5%

11.1%

4.8%

4.3%

7.4%

3.5%

4.3%

4.9%

3.0%

2.6%

3.2%

1.5%

2.8%

2.6%

1.9%

2.2%

1.7%

2.0%

2.6%

2.0%

1.1%

0.6%

0.7%

0.5%

0.8%

1.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

DVD等の映像・音楽ソフト(N=198)

育児用品(N=188)

乗用車(N=147)

ビデオカメラ(N=141)

DVD等のプレイヤー・レコーダー(N=137)

自転車(N=115)
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平成28年度循環型社会アンケート調査結果

【参考】所有を控えようとしている物と、物の所有を控えようとしている理由のクロス集計

（出典）環境省「平成28年度循環型社会アンケート調査」

（注1）特定の品目の所有を控えている回答者が、物全般について

所有を控えている理由を集計している

（特定の品目について所有を控えようとする理由ではない）

ことに留意する必要がある。

（注2）物の所有を控えようと意識している回答者のみについて

集計している。

29.5%

29.4%

29.2%

29.3%

27.9%

27.8%

22.7%

22.0%

21.8%

20.9%

22.0%

22.2%

16.5%

15.6%

16.5%

17.5%

18.5%

18.9%

14.0%

14.0%

14.6%

13.7%

13.7%

12.7%

10.4%

11.1%

10.9%

11.0%

10.6%

10.8%

3.4%

3.9%

3.0%

3.8%

3.2%

3.3%

1.6%

2.0%

1.6%

1.7%

1.7%

1.8%

1.0%

1.3%

1.0%

1.0%

1.7%

1.5%

1.0%

0.8%

1.3%

0.9%

0.8%

0.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

衣類(N=605)

書籍(N=447)

家具(N=382)

趣味のもの(N=290)

テレビゲーム(N=283)

テレビゲームソフト(N=282)

所有する物が少ないと保管する場所も少なくてすむから 物をたくさん所有していると片付けや手入れが大変だから

物を所有するとお金がかかるから 使わなくなった物を捨てるのがもったいないから

物を所有しないことが資源の節約になるから 所有をしなくてもレンタルやシェアで代替できるから

物を買うよりもレンタルやシェアの方が安いから 所有するよりレンタルやシェアをした方が新しい物を使えるから

その他

７．市民の意識の変化



63.8%

65.5%

70.7%

63.1%

71.0%

70.9%

70.7%

70.7%

73.5%

73.8%

72.3%

64.3%

36.2%

34.5%

29.3%

36.9%

29.0%

29.1%

29.3%

29.3%

26.5%

26.2%

27.7%

35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

衣類(N=605)

書籍(N=447)

家具(N=382)

趣味のもの(N=290)

テレビゲーム(N=283)

テレビゲームソフト(N=282)

DVD等の映像・音楽ソフト(N=198)

育児用品(N=188)

乗用車(N=147)

ビデオカメラ(N=141)

DVD等のプレイヤー・レコーダー(N=137)

自転車(N=115)

控えようと意識して行動している 控えようと意識しているが行動はしていない
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平成28年度循環型社会アンケート調査結果

【参考】所有を控えようとしている物と、物を所有することへの意識と行動のクロス集計

（出典）環境省「平成28年度循環型社会アンケート調査」

（注1）特定の品目の所有を控えようとしている回答者が、物全般について所有することへの意識と行動について集計している（特定の品目を所有
することへの意識と行動ではない）ことに留意する必要がある。

（注2）物の所有を控えようと意識している回答者のみについて集計している。

７．市民の意識の変化



69.6%

49.0%

43.8%

31.7%

24.5%

9.2%

4.3%

2.7%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

所有する物が少ないと保管する場

所も少なくてすむから

物をたくさん所有していると片付け

や手入れが大変だから

物を所有するとお金がかかるから

使わなくなった物を捨てるのがもっ

たいないから

物を所有しないことが資源の節約に

なるから

所有をしなくてもレンタルやシェアで

代替できるから

物を買うよりもレンタルやシェアの方

が安いから

所有するよりレンタルやシェアをした

方が新しい物を使えるから

その他
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平成28年度循環型社会アンケート調査結果

【参考】物の所有を控えようとしている理由を挙げた年代別回答者割合

（出典）環境省「平成28年度循環型社会アンケート調査」

Q2. 物の所有を控えようとしている理由は何ですか。
（複数回答）（回答者数957人）（再掲）

物の所有を控えようとしている理由を挙げた年代別回答者の割合

68.3%

43.3%

55.8%

26.0%

15.4%

15.4%

8.7%

2.9%

69.1%

46.0%

54.0%

36.7%

22.3%

11.5%

4.3%

2.2%

70.6%

44.7%

51.2%

28.8%

16.5%

7.6%

2.4%

2.4%

67.1%

54.3%

49.3%

30.7%

20.0%

10.7%

6.4%

5.7%

69.5%

54.6%

32.2%

35.1%

28.7%

6.9%

2.9%

0.6%

71.3%

49.1%

32.2%

31.3%

35.2%

7.0%

3.5%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

所有する物が少ないと保管する場所も少なくて

すむから

物をたくさん所有していると片付けや手入れが大

変だから

物を所有するとお金がかかるから

使わなくなった物を捨てるのがもったいないから

物を所有しないことが資源の節約になるから

所有をしなくてもレンタルやシェアで代替できる

から

物を買うよりもレンタルやシェアの方が安いから

所有するよりレンタルやシェアをした方が新しい

物を使えるから

20～29歳（N=104）

30～39歳（N=139）

40～49歳（N=170）

50～59歳（N=140）

60～69歳（N=174）

70歳以上（N=230）

７．市民の意識の変化
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日頃，社会の一員として，何か社会のために役立ちたいと思っているか，それとも，あまりそのよう
なことは考えていないか聞いたところ，「思っている」と答えた者の割合が65.4％，「あまり考えて
いない」と答えた者の割合が32.1％となっている。

７．市民の意識の変化 社会への貢献意識

出典：内閣府「社会意識に関する世論調査（平成29年1月調査）」
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全体的に、実施率が従来から高い行動は高い割合で、従来から低い行動は低い割合で推移している。

７．市民の意識の変化

出典：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第３回点検結果について」

3R行動の実施率：意識と行動（リデュース）

意識 行動（発生抑制（リデュース））

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

ごみ問題に（非常に・ある程度）関心がある

3Rという言葉を（優先順位まで・言葉の意味まで）知っている

ごみを少なくする配慮やリサイクルを（いつも・多少）心がけている

環境にやさしい製品の購入を（いつも・できるだけ・たまに）心がけている

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

レジ袋をもらわないようにしたり（買い物袋を持参する）、簡易包装を店に求めている

詰め替え製品をよく使う

使い捨て製品を買わない

無駄な製品をできるだけ買わないよう、レンタル・リースの製品を使うようにしている

簡易包装に取り組んでいたり、使い捨て食器類（割り箸等）を使用していない店を選ぶ

買いすぎ、作りすぎをせず、生ごみを少なくするなどの料理法（エコクッキング）の実践や消費

期限切れなどの食品を出さないなど、食品を捨てないようにしている

マイ箸を携帯し割り箸をもらわないようにしたり、使い捨て食器類（割り箸等）を使用していな

い店を選ぶ

マイ箸を携帯している

ペットボトルなどの使い捨て型飲料容器や、使い捨て食器類を使わないようにしている

出典：平成19年度～平成23年度、平成25年度～平成28年度：環境省「循環型社会に関
するアンケート調査」（平成19年度～平成23年度、平成25年度～平成28年度）
平成24年度：内閣府「環境問題に関する世論調査」（平成24年６月）

※世論調査の値は、設問・選択肢の文章が完全に一致はしていない項目もあるが、類似・
同一内容の設問で比較。
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７．市民の意識の変化

出典：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第３回点検結果について」

3R行動の実施率：行動（リユース、リサイクル）

行動（再使用（リユース）） 行動（再生利用（リサイクル））
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90%
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不用品を、中古品を扱う店やバザーやフリーマーケット、インターネットオークションなどを

利用で売っている

インターネットオークションに出品したり、落札したりするようにしている

中古品を扱う店やバザーやフリーマーケットで売買するようにしている

ビールや牛乳のびんなど再使用可能な容器を使った製品を買う

家庭で出たごみはきちんと種類ごとに分別して、定められた場所に出している

リサイクルしやすいように、資源ごみとして回収されるびんなどは洗っている

スーパーのトレイや携帯電話など、店頭回収に協力している

トレイや牛乳パックなどの店頭回収に協力している

携帯電話などの小型電子機器の店頭回収に協力している

再生原料で作られたリサイクル製品を積極的に購入している

0%
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70%
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90%

100%

出典：平成19年度～平成23年度、平成25年度～平成28年度：環境省「循環型社会に関
するアンケート調査」（平成19年度～平成23年度、平成25年度～平成28年度）
平成24年度：内閣府「環境問題に関する世論調査」（平成24年６月）

※世論調査の値は、設問・選択肢の文章が完全に一致はしていない項目もあるが、類似・
同一内容の設問で比較。
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８．資源循環及び適正処理の担
い手の確保 産業廃棄物処理業界の実態

産業廃棄物処理業の許可を持っている事業者は約11万者存在するが、実際に業を行っているアクティブな事業
者数は約6万社、主業（売上高の割合が50%以上）とする事業者数は約1.2万者
国内における産業廃棄物処理業界全体の推定市場規模は、約5.3兆円
主業者における産業廃棄物業の売上高は、10億円以上の事業者は１割に満たないものの、100億円以上の大規
模事業者も存在し、拡大傾向

産業廃棄物処理業界の実態

業種 平均従業員数

収集運搬のみ 9人
中間処理 20人
最終処分 9人
中間処理・最終処分 29人

【主業者における産業廃棄物処理業の平均従業員数】【産業廃棄物処理業界の課題認識】

16.0%
26.7%

34.4%
38.3%

45.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

排出事業者の意識が高くないこと

技術力を維持・継承すること

廃棄物等の発生量が減少していること

人材の確保が難しいこと

同業者との競争が激しいこと

出典：環境省「平成23年度産業廃棄物処理業実態調査業務報告書」
※「主業者」とは、年間売上高の50％超が産廃処理の企業と定義した。

出典：環境省「産業廃棄物処理業の振興方策に関する提言」


